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Ⅰ．日本経済の状況 

 我が国の経済構造は、人口や国内市場が縮小する中で、国内を中心に研究開発や製造を

行う「貿易立国」から、アジアなど成長著しい海外市場を獲得するための海外投資（現地

法人の新設、海外企業の買収）からの収益に立脚する「投資立国」化が急速に進行1してい

る。 

日本企業が海外成長市場で獲得した収益は、従業員・株主への分配のみならず、国内で

の基礎的な研究開発投資をはじめとする成長投資等に活用され経済の好循環につながるこ

とが期待される。 

また、知的財産権など使用料に係る受取額は、２０１０年代以降増加し、直近でも上昇

傾向であり、配当のみならず知的財産権などの使用料によって国内への資金還流を行って

いる傾向がみられる2。 

他方、経済のデジタル化が加速する中、日本企業は諸外国企業との激化する競争に直面

しており、価格競争力や商品開発力に課題があると指摘される。課題の克服に向けて、現

地企業との協業・Ｍ＆Ａ等による海外事業形態の多様化や、外国子会社の売却や清算など

機動的なポートフォリオ転換を実施してきている。このような状況を踏まえて、税制面か

らも、日本企業と外国企業との公正な競争条件を確保し、円滑な海外事業活動を支えてい

くことが必要である。 

近年における我が国の国際課税制度における主要な改正として、平成２１年度の外国子

会社配当益金不算入制度の導入と平成２９年度の外国子会社合算税制（以下、「ＣＦＣ税

制」という。）の強化が挙げられる。前者は、配当政策に対する税制の中立性の観点や、そ

れ以前の間接外国税額控除制度についての実務的な煩雑さを簡素化する観点等を踏まえた

改正である。この改正によって、日本企業が進出先国に子会社を設立した場合、当該子会

社から親会社への配当については、我が国ではその９５％が非課税とされ、子会社の稼得

した所得は当該進出先国の税制のみによって課税されるという意味で、部分的なテリトリ

アル課税と同様の効果を持ち、当該進出先国における外国企業との間で中立的な競争条件

が確保されることとなった。本研究会において目指す国際課税の姿の基礎となるものであ

り、産業界からのニーズも踏まえた重要な改正であったと評価できる。また、後者は、日

本から事業及び資産が不当に移転することを防止するという意味において一定の意義があ

ると考えられる。 

 
1 近年は、第一次所得収支（配当、証券投資収益等）が我が国の経常収支の黒字化に大きく貢献してい

る。2019 年では、経常収支黒字約 20 兆円に対して、所得収支が約 20.1 兆円を占める。（経済産業省、

「令和 2 年版 通商白書」、2020 年 7 月 7 日、P.282 第Ⅱ-2-3-16 図 経常収支の内訳） 
2 2022 年 6 月 17 日開催第 1 回「最低税率課税制度及び外国子会社合算税制のあり方に関する研究会」

事務局資料 3 頁 
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 本研究会においては、２０２１年１０月に国際的に合意された最低税率課税制度（ピラ

ー２）について、米国、英国、ＥＵ等での検討が行われている状況も踏まえつつ、我が国

における円滑な制度導入に向けた今後の論点を確認するとともに、海外展開する日本企業

に過度な負担がないよう、既存のＣＦＣ税制との関係整理及び簡素化のあり方を検討し

た。 

 

Ⅱ．最低税率課税制度の議論状況と課題 
1. 最低税率課税制度の概要 

 近年、経済のデジタル化が進展する中で、市場国に物理的拠点（ＰＥ:Ｐｅｒｍａｎｅｎ

ｔ Ｅｓｔａｂｌｉｓｈｍｅｎｔ）3を置かずにビジネスを行う企業が増加することによ

り、現在の国際課税原則4では、市場国で課税が行えないという問題が顕在化してきた。ま

た、低い法人税率や優遇税制によって外国企業を誘致する動きがあり、法人税の継続的な

引き下げにより各国の法人税収基盤の弱体化、及び、税制面において企業間の公平な競争

条件を阻害するという問題も顕在化している。 

 このような経済のデジタル化に伴う国際課税上の問題について、ＯＥＣＤにおいては、

いわゆるＢＥＰＳプロジェクトにおける２０１５年１０月に発表された最終報告書の行動

１において、法人課税について２０２０年まで作業を継続することとされていた。 

 その後、ＯＥＣＤ/Ｇ２０のＢＥＰＳ包摂的枠組みにおいて議論が進められた結果、２０

２１年１０月８日、２つの柱による解決策が最終合意された。２つの柱は、市場国への新

たな課税権の配分制度である第１の柱と、全世界的な最低税率課税制度である第２の柱か

ら構成される。 

 第２の柱は、各国国内法に基づくＧｌｏＢＥ（Ｇｌｏｂａｌ Ａｎｔｉ－Ｂａｓｅ Ｅ

ｒｏｓｉｏｎ）ルール（以下、「最低税率課税制度」という。）と条約に基づくＳＴＴＲ

（Ｓｕｂｊｅｃｔ ｔｏ Ｔａｘ Ｒｕｌｅ）から構成される。このうち、制度の中心とな

るのはＧｌｏＢＥルールである。ＧｌｏＢＥルールは、所得合算ルール（ＩＩＲ：Ｉｎｃ

ｏｍｅ Ｉｎｃｌｕｓｉｏｎ Ｒｕｌｅ。以下、「ＩＩＲ」という。）と軽課税所得ルール

（ＵＴＰＲ：Ｕｎｄｅｒｔａｘｅｄ Ｐｒｏｆｉｔ Ｒｕｌｅ。以下、「ＵＴＰＲ」とい

う。）から構成される。 

 ＧｌｏＢＥルールは、年間総収入額が７．５億ユーロ（約１,０００億円）以上の多国籍

企業を課税対象とする。次に、多国籍企業グループの子会社等所在地国毎に、実効税率が

 
3 ここにいう PE とは、我が国においては、法人税法の規定による恒久的施設（法人税法第 2 条第 12 項

の 19）を意味する。 
4 具体的には、①PE なければ課税なし、②独立企業原則に基づく利益配分ルールを指す。①は、外国

企業の事業所得については、PE がある場合のみ課税できるという原則である。②は、多国籍企業グル

ープ間の国際的な取引について、その取引価格を、独立した企業同士であれば成立していたであろう

「独立企業間価格」で取引が行われたものとみなして、各企業グループの所得を計算する原則で、多国

籍企業の課税利益を各国間で配分する機能を持つ。

（https://www.mof.go.jp/public_relations/finance/202012/202012d.html 参照） 
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最低税率である１５％を下回るか算定し、１５％を下回る場合には、その税率差を算出す

る。また、ＧｌｏＢＥ純所得から一定の有形資産簿価と一定の支払い給与の５％5を除外し

た残額を算出し、税率差及び当該残額に基づき計算した税額を最終親会社等の所在地国に

おいて最終親会社等に上乗せ課税をする。 

 

（最低税率課税制度） 

 

 

最終合意では、最低税率課税制度の導入は各国の任意とされているが、仮に導入をする

場合には、２０２２年に各国国内法改正、ＩＩＲは２０２３年、ＵＴＰＲは２０２４年か

らの実施が目標とされている。これを受け、我が国においても令和５年度改正以降の税制

改正を予定している。 

 ２０２１年１２月２０日にはＩＩＲとＵＴＰＲに関するモデルルール（以下、「本件モデ

ルルール」という。）が公表され6、２０２２年３月１４日に本件モデルルールに関するコ

メンタリーが公表された7。 

 

2. 最低税率課税制度の国内法化で想定される論点と基本的な考え方 

 令和５年度税制改正以降に最低税率課税制度を国内法化するにあたっては、海外進出を

する日本企業の過度な負担とならないようにすることと、日本企業と海外企業との間の公

正な競争環境を確保し、これにより日本企業の円滑な海外事業活動を支えていくことが、

基本的な視座となる。 

 
5 有形資産簿価については、導入時は 8%とし、当初 5 年間は 0.2%、その後 5 年間は 0.4%の割合で逓

減する。支払給与については、導入時は 10%とし、当初 5 年間は 0.2%、その後 5 年間は 0.8%の割合で

逓減する。 
6 https://www.oecd.org/tax/beps/tax-challenges-arising-from-the-digitalisation-of-the-economy-

global-anti-base-erosion-model-rules-pillar-two.pdf 
7 https://www.oecd.org/tax/beps/tax-challenges-arising-from-the-digitalisation-of-the-economy-

global-anti-base-erosion-model-rules-pillar-two-commentary.pdf 
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これを実現するため、本研究会においては、最低税率課税制度に関する国際議論におけ

る制度設計や諸外国の国内法制化の動きを踏まえた配慮が必要であることを確認した上

で、以下の論点（簡素化、明確化、時期）と基本的な考え方が確認された。 

第１の論点は、制度の簡素化である。例えば、２０２０年１０月に発表された最低税率

課税制度に関するブループリントにおいては、４つの簡素化案が示されていた8。他方で、

２０２１年１２月に公表された本件モデルルールにおいては具体的な簡素化の手段は示さ

れておらず、具体的な簡素化案は、ＧｌｏＢＥルールに係る実施枠組みにおいてこれから

検討されることが述べられているにとどまる。このようなＧｌｏＢＥルールの簡素化案に

関する基本的な考え方としては、ＧｌｏＢＥルールに係る実施枠組みにおいて国際的に合

意されることを前提として、最低税率課税制度のブループリントで提示された４つの簡素

化オプションを、我が国の国内法においても全て恒久的措置として確実に採用することが

望ましい。その中でも、最も簡素化に資するのはホワイトリストであるという意見や、既

存情報を利活用できるＣｂＣＲセーフハーバーが有用なのではないかという意見があった
9。 

 加えて、ＧｌｏＢＥ情報申告書の提出に係る最終親会社方式の徹底も簡素化に資すると

考えられる。本件モデルルールにおいては、各子会社所在地国が最終親会社など所在地国

と適格当局間協定を締結している場合には、当該最終親会社がＧｌｏＢＥ情報申告書を提

出すれば、各子会社に提出義務はない10。このような最終親会社方式を徹底するための基本

的な考え方としては、適格当局間協定の締結を日本国においても積極的に進めるべきであ

る。 

さらに、適格国内ミニマム課税（ＱＤＭＴＴ: Ｑｕａｌｉｆｉｅｄ Ｄｏｍｅｓｔｉｃ

Ｍｉｎｉｍｕｍ Ｔｏｐ－ｕｐ Ｔａｘ。以下、「ＱＤＭＴＴ」という。）の国内法化につ

いても挙げられる。ＱＤＭＴＴとは、国内法において規定された最低税率課税による税額

であり、かつ、一定の要件を満たすものをいう11。ＱＤＭＴＴを日本においても導入するこ

 
8 ブループリントで示された簡素化オプションは、以下の 4 つの案である。 

①CbCR セーフハーバー：CbCR に基づき計算された国・地域の実効税率が一定の閾値を超えている場

合には、その国・地域の実効税率計算を不要とするものである。 

②デミニマス利益除外：多国籍企業グループの税引前当期純利益の一定割合を下回るような国・地域を

GloBE ルールにおける実効税率計算を不要とするものである。 

③複数年度計算：複数年度で国・地域の実効税率を計算し、その実効税率が一定の閾値を超えた国・地

域に関しては、以後 3 から 5 年間、実効税率の計算を求めないというものである。 

④事務運営ガイダンス（ホワイトリスト）：GloBE の課税ベースと重要な乖離がなく、税率が十分高い

国を特定しこれをガイダンスとして公表。その上で、多国籍企業グループは、この国・地域について

は、税務当局からの求めがない限り実効税率の計算が求められないというものである。 
9 国際的な議論次第ではあるが、QDMTT が導入された国・地域における GloBE ルールで定められた

GloBE 情報申告書の作成・提出を不要とする、QDMTT セーフハーバーも有用なのではないかという意

見があった。 
10 本件モデルルール Article 8.1.1 及び 8.1.2 参照。なお適格当局間協定とは、権限ある当局により二国

間あるいは多国間で締結される合意・協定をいい、年次 GloBE 情報申告書の自動交換について規定し

ているものをいう（Artice10.1.1 参照）。 
11 本件モデルルールにおける QDMTT の定義は、国内法において規定された最低税率課税による税額
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とを選択するべきかについては、国内法化における論点であり、企業の実務負担に配慮す

る必要がある12。 

第２の論点は、制度の明確化である。本件モデルルールや同コメンタリーにおいてＧｌ

ｏＢＥルールは徐々に制度の全体が明らかになりつつある。他方で、本件モデルルールや

同コメンタリーにおいても明らかではない部分がある13。そのため、このような不明瞭な部

分に関する基本的な考え方としては、可能な限り明確化14を行うべきである。 

諸外国で立法される各国のＱＤＭＴＴと本邦税制（例えば、ＣＦＣ税制が挙げられる。）

との関係性も、明確化する必要がある。現在明らかとなっている本件モデルルールの下で

は、諸外国におけるＱＤＭＴＴと本邦税制の適用順位が明確ではないため、今後明らかに

していく必要がある。その中で、諸外国で支払ったＱＤＭＴＴについてＣＦＣ課税との二

重課税は排除されることも国内法化の中で明確化すべきである。 

加えて、ＥＴＲ15計算における各種税額の取り扱いについても、可能な限り明確化を行う

べきである。例えば、以下のような場合の取り扱いが問題となり得る。すなわち、我が国

のＣＦＣ税制において、親会社が欠損である場合において、当該親会社の外国関係会社の

所得が当該親会社に合算される場合、当該親会社の欠損金額は、合算される外国関係会社

の所得の分だけ減少する。このような場合に、当該減少した欠損金額に相当する税金費用

に関する取り扱いについて、本件モデルルール及び同コメンタリーにおいては明確ではな

い16。また、ＰＥ所得に係る税額及びその配賦に関しても、遅くとも国内法制化の段階では

明確化が必要との意見があった17。 

さらに、軽課税国にある親会社などの税負担が最低税率（１５％）に至るまで子会社な

どの国で課税するＵＴＰＲの国内法化についても、諸外国の動向を踏まえつつ、検討を進

めるべきである18。 

 

であり、かつ、(a)GloBE ルール（GloBE Rules）と同等の方法により構成会社（Constituent Entity）

の超過収益（Excess Profit）が決まるもの、(b)当該国の会計年度（Fiscal Year）における構成会社の国

内超過収益（Excess Profit）に係る租税債務を最低税率まで引き上げる仕組みであること 

(c)当該国が GloBE ルールによる便益を提供するものでない前提下において、GloBE ルールおよびコメ

ンタリーの規定と同様の結果をもたらす形で導入・運用されるものであること、という要件を充足する

ものをいう。なお、超過収益（Excess Profit）については脚注 47 で補足する。 
12 例えば、QDMTT の国内法対応のために要する実務負担や、QDMTT を国内法化しないことにより諸

外国で UTPR の対象となる場合に生じる実務負担などを考慮に入れるべきという意見があった。 
13 ETR の計算方法（計算要素の調整方法を含む）、本件モデルルールに関するコメンタリーの日本法上

の位置付けを明確化するべきとの意見があった。 
14 明確化の方法として、通達、QA、及び事務運営指針が作成されることが期待されるという意見があ

った。また、それぞれについて企業の意見を反映する機会が必要との意見があった。 
15 ETR(Effective Tax Rate)とは、実効税率を意味する。最低税率課税制度において、国毎に計算され

る。 
16 我が国の地方税の取り扱いを明確化するべきという意見があった。 
17 また、本件モデルルール上、原則として財務諸表に記載する税額を用いて、CFC 及び PE 所得に対

応する税額の配賦を行うとしているが、財務諸表における税金の勘定科目に内訳がないため、どのよう

に、CFC 及び PE 所得に対応する税額を特定すべきか明確ではないとの意見があった。 
18 UTPR の課税方法に関しては、損金算入否認方式とするべきという意見があった。 
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第３の論点は、時期に関することである。国際的に合意された全ての簡素化オプション

を導入することを前提としつつ、日本企業の競争相手先である外国企業の居住地国19におけ

る導入時期を適切に考慮した上で、早期に国内法化を行う必要がある20。その上で、最低税

率課税制度の国内法の施行時期については、日本企業の海外市場における国際競争力の維

持及び向上と最低税率課税の開始を両立させるため、日本企業の実務対応に係る準備や、

競争相手先である外国企業の居住地国における導入時期を適切に考慮して検討する必要が

ある。さらに、ＧｌｏＢＥルールに基づき発生するトップアップ税額の申告納税時期も論

点となる。本件モデルルールにおいては、ＧｌｏＢＥ情報申告書（ＧｌｏＢＥ Ｉｎｆｏ

ｒｍａｔｉｏｎ Ｒｅｔｕｒｎ）に関する提出期限などの記載はあるが21、ＧｌｏＢＥルー

ルに基づき発生するトップアップ税額の納税申告時期は不明確である。そのため、このよ

うなＧｌｏＢＥルールに基づくトップアップ税額の申告納税時期に関する基本的な考え方

としては、情報申告をしていないのに納税をするようなことが無いように、少なくともＧ

ｌｏＢＥ情報申告書の提出期限よりも遅い時期にするべきである22。 

第４の論点は、諸外国のＱＤＭＴＴに関することである。今後、諸外国においてＱＤＭ

ＴＴが導入されることが想定される中で、諸外国のＱＤＭＴＴの導入動向を注視する必要

がある。その上で、諸外国で導入されたＱＤＭＴＴの制度設計について、２つ目の論点で

述べた、本邦ＣＦＣ税制と諸外国のＱＤＭＴＴの適用関係や外税控除の扱い、諸外国のＱ

ＤＭＴＴがそれぞれＧｌｏＢＥルール上、適格（Ｑｕａｌｉｆｉｅｄ）なものであるかと

いう点、適格性がどのように決定されるかという点について、注視する必要がある。さら

に、諸外国のＱＤＭＴＴの適用にあたり、ＧｌｏＢＥルールに基づき提出するＧｌｏＢＥ

情報申告書と重複する形で、諸外国独自の情報申告が求められることがないように注視を

する必要がある。 

 

Ⅲ．我が国のＣＦＣ税制の現状と見直しの必要性 
1. 我が国のＣＦＣ税制の概要 

 我が国のＣＦＣ税制は、日本企業などが、実質的活動を伴わない外国子会社などを利用

するなどにより、我が国における税負担を軽減・回避する行為に対処するため、外国子会

 
19 「外国企業の居住地国」は、米国、欧州各国のみならずアジアの各国も含まれるという意見があっ

た。 
20 通常の国内法の改正は、3 月決算の会社から適用されるが、諸外国と足並みをそろえるのであれば、

12 月決算の会社から適用される場合もあり得るのではないかという意見があった。また、制度の対応に

は IT 投資が必要となる可能性があるので、当該 IT 投資のリードタイムも踏まえて、導入時期を明確化

するべきであるという意見があった。 
21 Article 8.1 Filling obligation 参照 
22 トップアップ税額の納税申告時期と合わせて、会計上、トップアップ税額を計上する時期についても

企業が実務上、日本企業が採用している各会計基準において対応可能な形で明確化するべきであるとい

う意見があった。 
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社などがペーパーカンパニーなどである場合又は経済活動基準23のいずれかを満たさない場

合には、その外国子会社などの所得に相当する金額について、日本企業の所得とみなし

て、それを合算して課税する制度である。 

 また、外国子会社などが経済活動基準を全て満たす場合であっても、実質的活動のない

事業から得られる所得（いわゆる受動的所得24）については、日本企業などの所得とみな

し、それを合算して課税する制度も含まれる。 

 ただし、企業の事務負担に配慮をして、外国子会社などの租税負担割合が一定以上の場

合25には、本税制の適用は免除される26。 

 

2. 我が国のＣＦＣ税制の改正の経緯 

 我が国のＣＦＣ税制の主な変遷は以下の通りである27。 

 

改正年度 主な改正の内容 

昭和５３年度 ＣＦＣ税制制度の創設（軽課税国指定制度28） 

平成４年度 軽課税国指定制度を廃止し、外国子会社の租税負担割合により合算対象

を判定するアプローチ29へ移行 

平成２１年度 外国子会社配当益金不算入制度の導入に伴う制度趣旨の変更30 

平成２２年度 ・合算対象を判定する租税負担割合（以下、「トリガー税率」）を２５％

以下から２０％以下に変更 

・一定の事業持株会社及び物流統括会社が合算課税の対象とならないよ

う適用除外基準の見直し 

 
23 経済活動基準とは、①事業基準（主たる事業が株式の保有など、一定の事業でないこと）、②実体基

準（本店所在地国に主たる事業に必要な事務所などを有すること）、③管理支配基準（本店所在地国に

おいて事業の管理、支配及び運営を自ら行っていること）、④業種により、(1)所在地国基準（主として

本店所在地国で主たる事業を行っていること、(2)非関連者基準（主として関連社以外の者と取引を行っ

ていること）の各基準から構成される。 
24 受動的所得とは、配当など、利子など、有価証券の貸付対価、有価証券の譲渡損益、デリバティブ取

引損益、外国為替損益、その他の金融所得、保険所得、固定資産の貸付対価、無形資産などの使用料、

無形資産などの譲渡損益などで構成される。 
25 ペーパーカンパニーなどは 30%、それ以外の外国子会社などは 20%以上 
26 以上、CFC 税制制度の概要については、財務省ホームページ記載の外国子会社合算税制の概要

（https://www.mof.go.jp/tax_policy/summary/international/175.htm）を基に経済産業省が作成 
27 本文中の表は、2016 年 10 月 14 日開催の第 4 回税制調査会における、［総 4-1］財務省説明資料（国

際課税 2）1/2 （https://www.cao.go.jp/zei-cho/content/20161014_28zen4kai2_2.pdf）6 頁の表及び、

平成 29 年税制改正の解説

（https://warp.da.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/11344177/www.mof.go.jp/tax_policy/tax_reform/outline/fy2

017/explanation/pdf/p0651-0778.pdf）659 頁の表を基に経済産業省作成 
28 （当時）大蔵大臣が合算対象子会社の所在地国を指定し告示する制度 
29 いわゆるトリガー税率 25%以下であるかどうかで判定 
30 外国子会社に留保された所得を合算する制度（課税繰延防止）から外国子会社で発生した所得を合算

する制度（租税回避を発生時に抑止）へと制度の位置付けを変更 
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・資産性所得の合算課税制度31の創設 

平成２７年度 トリガー税率を２０％以下から２０％未満に変更 

平成２９年度 ・トリガー税率の廃止及び適用免除基準の創設 

・ペーパーカンパニーなどの所得は、原則会社単位で合算 

・実質支配基準の導入と持株割合の計算方法の見直し 

・事業基準・所在地国基準の判定方法の見直し 

・受動的所得の対象範囲の設定 

令和元年度 ペーパーカンパニー特例の創設（一定の持株会社等をペーパーカンパニ

ーの範囲から除外）等 

 

3. ＣＦＣ税制見直しの必要性 

 最低税率課税制度とＣＦＣ税制それぞれの制度趣旨は異なる一方で、両制度は、外国子

会社の課税後になお追加的な課税が必要な部分に対して、親会社の本国にて課税を行うと

いう点では共通する部分がある。 

 このような前提のもと、最低税率課税制度の導入が日本企業への過度な負担とならない

よう、両制度の関係整理を行うとともに、ＣＦＣ税制の簡素化を進める必要がある。 

また、最低税率課税の導入により、世界のどこにどのような形態で事業を展開したとし

ても、最低限、一定水準までの税負担が確保され、軽課税国への事業及び資産の移転にか

かる誘因が低下し、ＣＦＣ税制における租税回避の防止という目的も一定程度達せられる

と考えられる。この点からも、ＣＦＣ税制を簡素化する余地があると考えられる。さら

に、これらを考える際には、現行ＣＦＣ税制の運用により生じている課題32を踏まえると、

ＣＦＣ税制を適正化する必要性があると考えられる。 

 上記の観点を踏まえ、我が国のＣＦＣ税制の見直しに向けた課題は、以下の４点にまと

められる33。 

 第１点は、最低税率課税制度とＣＦＣ税制が併存することによる、親会社の外国子会社

管理及び両制度のコンプライアンス対応のための負担軽減である。最低税率課税制度は国

際的に合意された制度であり、導入にあたっては共通のルール（いわゆるコモンアプロー

チ34）として導入することが合意されている。そのため、共通のルールとして定義される最

 
31 適用除外基準を満たすことにより会社単位の合算課税制度の対象外となる特定外国子会社等であって

も、資産運用的な所得（ポートフォリオ投資に係る配当、利子、特許権などの使用料、船舶・航空機リ

ース使用料など）については合算する制度 
32 例えば、租税負担割合の計算や合算がないことの確認に要する別表作成等の事務負担が重いといった

意見や、経済活動基準が経済活動の実体に即していないといった意見があった。 
33 なお、海外企業を買収する際の CFC 税制のあり方、CFC 税制全体において合算されるべき配当の判

定方法などの考え方については今後の継続検討課題である。 
34 コモンアプローチとは、OECD/G20 BEPS 包摂的枠組み会合のメンバーは、最低税率課税制度の導

入を求められる訳ではないが、仮に導入する場合は、同枠組みによって合意の上、提供されるモデルル

ールやガイダンスに沿った形で導入する必要があり、他の同枠組みメンバーが導入する最低税率課税制

度の適用及びセーフハーバーの適用などを受け入れることを意味する「Statement on a Two-Pillar 
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低税率課税制度を日本独自で簡素な制度にすることは困難である。従って、親会社に対す

る外国子会社管理及び最低税率課税制度分のコンプライアンス対応から生じる負担が過度

にならないようにするには、ＣＦＣ税制を抜本的に簡素化する必要がある。ＣＦＣ税制

は、平成２９年度改正により税制の対象となり得る子会社数が増加したという意見もあ

る。このような意見も踏まえ、特にＣＦＣ税制による合算対象とならないことを確認する

ための作業を極力削減する方向で見直すことが必要である。 

 第２点は、現行ＣＦＣ税制の運用により生じている課題解決に向けた適正化である。現

行ＣＦＣ税制では、各経済活動基準が企業のビジネス実体の変化に即しておらず、判定に

係る事務負担も煩雑という指摘がある。このような中で、最低税率課税制度の導入によ

り、外国子会社の超過収益に対して１５％までの税負担が確保され軽課税国への利益移転

を防止する新たな環境が整備されることや、最低税率課税制度の導入により外国子会社に

対する新たな管理負担が必要となる。このような事務負担の一層の増加を見据えて、既存

のＣＦＣ税制の運用により生じている課題も踏まえた見直しを行う必要がある35。 

 第３点は、最低税率課税制度とＣＦＣ税制の制度が併存することにより、外国子会社か

ら両制度ごとに異なる情報を収集することになる負担への対応である。例えば、最低税率

課税制度は、実効税率を計算し、ＣＦＣ税制では租税負担割合を計算する。両者は計算の

外観は似ているが、計算をする目的が異なるのでそれぞれの計算要素は異なる。このよう

に、最低税率課税制度とＣＦＣ税制が併存する状況では、それぞれの制度について、それ

ぞれの目的に基づいて計算及び子会社から情報収集を行う必要があり、企業の実務負担は

増加する。最低税率課税制度が国際的な合意であり、共通のルールであるために変更する

ことが難しい点を踏まえると、両制度が大きく異なることにより生じる実務負担を軽減す

ることは、ＣＦＣ税制において見直す必要がある。 

 第４点は、外国関係会社の所得を内国法人の所得として合算する時期である。現状の規

定では、外国関係会社の「事業年度終了の日の翌日から二月を経過する日を含むその内国

法人の各事業年度」36において合算されることになっている。このような状況の下では、内

国法人の事業年度終了の日が３月末日であり、外国関係会社の事業年度終了の日が１２月

末日の場合、当該外国関係会社の所得について、極めて短期間で当該内国法人の法人税申

告の中で取り込んでいく必要がでてくる。このように短期間での作業が要求される現行の

 

Solution to Address the Tax Challenges Arising from the Digitalisation of the Economy」

（https://www.oecd.org/tax/beps/statement-on-a-two-pillar-solution-to-address-the-tax-challenges-

arising-from-the-digitalisation-of-the-economy-october-2021.pdf） 
35 この点については、「租税回避」の定義が明らかにならなければ、企業にとって納得感のある制度に

ならないという意見や、例えば非関連者基準では、従業員を数百人雇用し、物流やマーケティングの事

業を行う等、現地で能動的な活動があるにも関わらず、当該基準を充足せず、当該外国子会社の所得の

全てが合算される場合があるとの意見があった。さらに、非関連者基準におけるいわゆる物流統括会社

特例の要件については「発行済株式及び議決権の 25%以上の被統括会社 2 社以上」を検証対象が直接保

有しているという条件によって満たせない事例があり、本来の制度趣旨を踏まえた見直しの余地がある

のではないか意見があった。 
36 租税特別措置法 66 条の 6 第 1 項柱書 
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制度は、実務負担や税務リスクを増加させるものでありＣＦＣ税制において見直す必要が

ある。 

 

Ⅳ．ＣＦＣ税制の論点と今後の対応 
1. ＣＦＣ税制の見直しに向けた対応方針 

 上記の４つの課題に対応するために、ＣＦＣ税制の見直しを求めるに当たっては以下の

方針で対応するべきである。 

まず、第１の課題について、ＣＦＣ税制を簡素化することで対応をするべきである。そ

の際、平成２９年度改正において、企業の事務負担に配慮して、外国子会社などの租税負

担割合が一定以上の場合には適用免除となっている点（租税特別措置法６６条の６第５項

１号、２号、租税特別措置法６６条の６第１０項１号）については、今回の見直しを求め

る目的が事務負担の更なる軽減である事を踏まえれば、引き続き堅持することが必須であ

る。 

 第２の課題について、ＣＦＣ税制を適正化及び簡素化することで、当該実務負担につい

て対応をするべきである。 

 第３の課題について、最低税率課税制度で使用する計算結果及び子会社から取得する情

報について、ＣＦＣ税制側で使用できるものがないか検討をすることで対応するべきであ

る。 

 最後に、第４の課題について、短期間での作業が要求される場合があるＣＦＣ税制にお

ける所得合算の時期については、当該合算時期について所要の見直しをすることで対応を

するべきである。 

なお、上記４つの課題への対応方針において、最低税率課税制度とＣＦＣ税制では、課

税ベースが異なる点37、及び、対象企業が異なる38点を加味して検討をするべきであるとい

う意見もあった。 

 

2. 具体的な見直し項目 

 ＣＦＣ税制に関する以上の課題及び各課題への対応方針に従い、以下のような方向で見

直しを求める必要がある39。 

 

 
37 最低税率課税制度の課税ベースは、一定の超過収益であり、CFC 税制の課税ベースは一定の通常の

所得である点異なるという意見があった。なお、超過収益については脚注 47 で補足する。 
38 最低税率課税制度の対象となる企業グループは、連結年間総収入金額が 7.5 億ユーロ以上であり、現

行 CFC 税制の対象となる企業は、全ての内国法人などである点で異なる。既存の CFC 税制を見直す場

合、対象企業の範囲を検討すべきといった意見もあった。 
39 他方で、特に経済活動基準の廃止などとの関係では、平成 29 年度改正で大規模に手を入れた中で、

今般の令和 5 年度改正でまたすぐに制度を変えてしまうことについて国民にどう説明するのかも考える

べきであり、企業の事務が面倒であるというだけでは理由にならないなど、見直しに慎重な意見もあっ

た。これに対して、平成 29 年度改正の後に最低税率課税制度が導入されるということになり、それを

前提に今回見直しを検討していこうという議論でなかったのかという意見もあった。 
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ＣＦＣ税制に関する課題 課題に対する見直し 

最低税率課税制度とＣＦＣ税制が併存する

ことで増加する親会社の外国子会社管理及

び両制度のコンプライアンス対応のための

負担の増加 

外国関係会社の絞り込み 

最低税率課税制度により軽課税国への利益

移転を防止する新たな環境が整備されるこ

と、最低税率課税制度の導入により外国子

会社に対する新たな管理負担が生じるこ

と、既存のＣＦＣ税制の運用に課題が生じ

ていること 

経済活動基準の廃止又は大幅な簡素化 

最低税率課税制度とＣＦＣ税制の制度が大

きく異なることにより、外国子会社から両

制度ごとに異なる情報を収集することにな

る負担の増加 

最低税率課税制度の実務の利活用 

短期間での作業が要求される場合があるＣ

ＦＣ税制における所得合算の時期 

ＣＦＣ税制における合算時期の見直し 

 

（外国関係会社の絞り込み） 

 平成２９年度税制改正後に、租税負担割合２０％以上３０％未満の判定対象外国関係会

社が大幅に増加し、事務負担の増加が一層顕著になったという指摘が企業から多く上がっ

ている40。このような中、最低税率課税制度とＣＦＣ税制が併存することで増加する親会社

の外国子会社管理及び両制度のコンプライアンス対応のための負担の増加にＣＦＣ税制の

簡素化で対応するには、外国関係会社に該当する子会社の数を限定することが考えられ

る。その方法としては、租税負担割合３０％基準を廃止し、２０％基準に一本化すべきと

の意見があった。他方で、租税負担割合２０％以上３０％未満の特定外国関係会社にも合

算税額が生じている現状があることを踏まえ、諸外国の取組を踏まえ、一定の基準又は一

 
40 平成 29 年度税制改正後に、個社の実務上の感覚からは、確認を要する外国子会社の数が 50 社から

150 社に増加したという意見や、子会社を多数抱える企業グループにおいては同子会社数が 300 社弱か

ら 1,000 社超に急増した（内、米国子会社は約 600 社）という意見があった。さらに、これらの増加し

た外国子会社の中で、特に租税負担割合が 20%以上 30%未満である外国関係会社に関する事務負担、具

体的には租税負担割合の計算に必要な書類を子会社に要求する事務、子会社から受領した書類の正確性

を確認する事務、及び、税務調査で調査官に確認する手間などが大幅に増加したという企業からの意見

が多数あった。加えて、租税負担割合が 20%以上 30%未満の特定外国関係会社について、絞り込みに加

えて何かしらの事務負担軽減措置が必要ではないかという意見があった。 
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定の金額を用いた閾値により限定する方法も考えられる41。このような外国関係会社の絞り

込みを通じてＣＦＣ税制の簡素化42を実現するべきである。 

 

（経済活動基準の廃止又は大幅な簡素化） 

 我が国のＣＦＣ税制における経済活動基準について、研究会では以下２つの意見があっ

た。第１の意見は、経済活動基準を廃止又は大幅に簡素化すべきであるであるというもの

である。その理由として、同基準の中の事業基準及び所在地国基準又は非関連者基準につ

いては、事業実体を適切に反映できていないような事例43があり、当該判定に係る負担が大

きい44ことが指摘された。その際、租税負担割合の２０％基準の維持を前提とすべきである
45。第２の意見は、経済活動基準を廃止するのであれば、ＢＥＰＳ対応（租税回避への対

応）として、「合算対象となる受動的所得の拡充」46が必要であるというものである。以下

では、第１の意見及び第２の意見、それぞれの内容について述べる。 

 経済活動基準の廃止・簡素化の必要性についての第１の意見は、下記の通りである。 

・最低税率課税制度の導入により外国子会社の超過収益47に対して１５％までの税負担が確

保され、軽課税国への利益移転を防止する新たな環境が整備されることから、ＢＥＰＳリ

スクも縮小するので、廃止の必要性は増すとも考え得る。 

・いわゆるペーパーカンパニー及び事実上のキャッシュボックスなどの特定外国関係会社

は、租税回避リスクの高い類型であることから、これまで通りＣＦＣ税制によって対応を

 
41 具体的な基準としては、特定外国関係会社のいわゆる適用免除基準（租税特別措置法 66 条の 6 第 5

項 1 号）により免除される幅を広げる方法及び税引前当期純利益の額を基準とする方法が考えられると

の意見があった。さらに税引前当期純利益の額を基準とする場合には、各外国関係会社が欠損の場合の

扱いについても配慮するべきとの意見があった。また、買収した外国子会社について、日本から移転し

た所得は観念できないため、外国関係会社の絞り込みのための一定の基準の中で、当該買収された外国

子会社を除外していくべきではないかという意見があった。 
42 外国関係会社の絞り込み以外の簡素化の方針として、租税負担割合が 20%未満の外国関係会社（特

定外国関係会社を除く）と、租税負担割合 30%未満の特定外国関係会社について、合算される所得金額

の有無にかかわらず、各種書類を確定申告書に添付する必要がある（租税特別措置法 66 条の 6 第 11

項、租税特別措置法施行規則 22 条の 11 第 43 項）。このような各種書類を確定申告書に添付するのでは

なく、保存をしておけば足りるように見直すべきではないか、という意見もあった。 
43 事業基準については、対象事業が限定列挙されていることにより、現地での活動、事業実体の有無に

関わらず、一律に事業基準を満たさないとされる懸念があるという意見があった。 
44 この他、米国をはじめとして連結納税グループを導入する法域での判定に際し、実務負担の点から連

結納税グループでの判定を許容すべきとの意見もあった。 
45 特に事業基準の廃止は優先して検討するべきという意見があった。 

46 以下「合算対象となる受動的所得の拡充」、「合算対象となる受動的所得の範囲」及び「合算対象とな

る受動的所得」の用語の使用にあたっては、従来の受動的所得に含まれない所得（例えば、関連者間の

販売や役務提供により生ずる所得のうち、その地で行う経済的合理性がないものなど）も合算対象所得

の拡充によって含まれうるものとして使用する。 

47 超過収益（Excess Profit）の意義について、”Commentary on the GloBE Rules” (OECD, 

14/Mar/2022)においては「The Excess Profit for the jurisdiction is the amount remaining after 

applying a Substance-based Income Exclusion (as determined under Article 5.3) for the 

jurisdiction.」とされている (Art.5.2.2.para17) 
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するべきである（すなわち、租税特別措置法６６条の６第２項３号について所要の見直し

を行い、租税特別措置法６６条の６第２項２号については現状のままとする）。これによ

り、能動的な活動又は能動的な所得若しくは事業上の観点からは租税回避にあたらない所

得にまで課税されていると思われる現状の問題が改善し、日本企業の海外での公平な競争

環境構築に資する面がある。 

・経済活動基準が廃止され、かつ、ＣＦＣ税制上の受動的所得と本件モデルルール上定義

された受動的所得（Ｐａｓｓｉｖｅ Ｉｎｃｏｍｅ）が一致する場合には、ＣＦＣ税制上

で受動的所得を合算すれば、同時に本件モデルルール上定義された受動的所得（Ｐａｓｓ

ｉｖｅ Ｉｎｃｏｍｅ）を抜き出せることになる48。このような意味でも、経済活動基準の

廃止はＣＦＣ税制の簡素化に資するといえる49。 

これに対して、経済活動基準を廃止するのであれば、「合算対象となる受動的所得の拡

充」が必要なのではないかという第２の意見は、下記の通りである。 

・最低税率課税制度にはカーブアウトの制度がある。このカーブアウトの制度は、最低税

率課税制度の課税ベースから、有形資産と支払給与の一定割合を除外する制度である。そ

のため、最低税率課税制度の導入によって全世界１５％で課税できるとしても、これによ

り、ＣＦＣ税制における経済活動基準が担ってきた利益移転防止の役割を、最低税率課税

制度が適切に代替できるかについては確かではない。 

・ＣＦＣ税制における経済活動基準については租税回避否認とＢＥＰＳ対抗措置の２つの

機能があるとの意見がある。経済活動基準を廃止又は大幅な簡素化をする場合について

も、各基準が果たす役割にどう応えるのか整理する必要があり、例えば、立法措置として

「合算対象となる受動的所得」を個別にリストアップしていくことが必要である。 

・経済活動基準を廃止して「合算対象となる受動的所得」を個別にピックアップする立法

措置がされた場合には、当該「合算対象となる受動的所得」をピックアップする必要がで

てきてしまい、その事務作業が大変になるのではないか。事務負担が増加することは防止

するべきである50。 

・ＢＥＰＳ行動３では、ＣＦＣ税制について、定性的に何がＣＦＣを使った自国の課税ベ

ースを侵食するリスクがあるものなのかという観点から検証が行われたことを踏まえた以

下のような意見があった。すなわち、「ブラック」な類型としてペーパーカンパニーなどが

 
48 本文で仮定を置いた CFC 税制における受動的所得の範囲と、本件モデルルール上定義された受動的

所得（Passive Income）の範囲が異なる場合には、CFC 税制で会社単位の合算をした後、本件モデル

ルール上定義された受動的所得（Passive Income）を抜き出す作業も、CFC 税制で受動的所得のみ合

算した後、本件モデルルール上定義された受動的所得（Passive Income）を抜き出す作業も、どちらも

一定の事務負担があるという考え方もあり得る。 
49 CFC 税制について、租税回避否認（適正所得課税）の機能の側面と、BEPS 対抗措置の機能側面が

あり、BEPS 対抗措置の機能は、経済活動基準の内、事業基準及び所在地国基準又は非関連者基準が担

っていると考えた場合には、最低税率課税制度の導入により世界中どこでも 15%課税されるようになる

のであれば、CFC 税制に含まれる BEPS 対抗措置の機能は大幅に縮小することも考えられるべきであ

り、その意味でも事業基準及び所在地国基準又は非関連者基準を見直すべきと考えることも可能ではな

いかという意見もあった。 
50 あわせて、この視点が抜けてしまうと、（受動的所得の拡充によって）結局、合算対象の所得をピッ

クアップするのが大変ということにもなりかねないとの意見があった。 
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整理され、「グレー」な類型の判定方法として、各国のベストプラクティスを参考に、イン

カム・アプローチとエンティティ・アプローチがそれぞれ整理された。これらを組み合わ

せたハイブリッド・アプローチも認められ、平成２９年度改正はこれに沿ったものだっ

た。経済活動基準の廃止といった抜本的見直しを行う場合、ＣＦＣ税制のこれまでのＢＥ

ＰＳ対抗措置としてのアプローチが従来のあり方から乖離してしまうおそれがある。ま

た、経済活動基準を大幅に見直す場合には、合算対象の所得を個別に定義するような形

で、「合算対象となる受動的所得の範囲」の見直しも検討する必要性が出てくるのではない

か。 

以上が、我が国のＣＦＣ税制における経済活動基準のあり方について、研究会で示され

た論点である。今後、本研究会の議論の前提である、最低税率課税制度の実施に向けた世

界的合意内容を踏まえて、議論を絞り込み、日本企業の経済活動実体に見合った改正を目

指すべきである。 

 

（最低税率課税制度の実務の利活用） 

 最低税率課税制度とＣＦＣ税制の制度が併存することで生じる負担への対応について

は、最低税率課税制度の実務をＣＦＣ税制の中で利活用をするべきである。最低税率課税

制度において取得する情報や計算結果をＣＦＣ税制の中で利活用することは、ＣＦＣ税制

側で新たな作業を行う必要がなくなるという意味で、両制度が大きく異なることによる実

務負担の増加を緩和することに資する。そのため、最低税率課税制度で取得する情報や計

算結果をＣＦＣ税制の中で利活用するべきであり、具体的にどのような情報や計算結果が

ＣＦＣ税制の中で利活用できるかは今後の検討課題である51。 

 

（ＣＦＣ税制における合算時期の見直し） 

 外国関係会社の所得を内国法人の所得として合算する時期については、例えば、内国法

人が３月決算であり、外国関係会社が１２月決算の場合のように、内国法人と外国関係会

社の決算時期の組み合わせにより、外国関係会社に関するＣＦＣ税制の適用関係につい

て、短期間で確認することが必要な場合がある。このような短期間での確認は、実務負担

を増加させる。そこで、内国法人の翌年度以降の法人税申告で確認することが認められる

ように改善をする必要があると考えられ、具体的にどのような合算時期とすべきかは今後

の検討課題である。 

 

 
51 最低税率課税制度で取得した情報や計算結果を流用するのであれば、CFC 税制の合算時期や合算し

た金額を確実に GloBE 計算上反映させることができるよう法制上配慮するべきであるという意見があ

った。また、最低税率課税制度導入にあわせて、CFC 税制で用いられる概念・定義をグローバル標準に

あわせていくという観点では、経済活動基準において活動実体や管理支配の場所を問われる「本店」の

定義に関しても、「会社が設立・登記されている法域」ではなく、諸外国では一般的となっている「実

質的な管理支配を行う場所」に基づく判定に統一すべきであるという意見もあった。 



16 

 

3. 最低税率課税制度が適用されない企業の取り扱い 

 最低税率課税制度の適用対象は、年間７．５億ユーロ（約１,０００億円）の連結総収入

を持つ企業グループが検討されているが、ＣＦＣ税制にこのような閾値はないため、最低

税率課税は当該閾値を満たさない企業には適用されない一方で、ＣＦＣ税制は適用される

という差異が生じる。 

ＣＦＣ税制の簡素化の前提は、最低税率課税制度の適用によって租税回避行為を行う誘

因もまた変化することにあるため、最低税率課税制度が適用されない企業についても簡素

化されたＣＦＣ税制を適用することが妥当か否かを判断する必要が生じると考えられる。

この点、最低税率課税制度が適用される企業と適用外の企業とでは制度を分けるべきでは

ないかという意見があった。他方で、我が国の中小企業において軽課税国の子会社を利用

した租税回避を行う実態がどの程度現実に存在するのかといった事実関係を踏まえ、その

ような実態が乏しいのであれば、最低税率課税制度が適用されない企業を含め、ＣＦＣ税

制の簡素化を図ることも検討されても良いのではないかという意見もあった。また、ＣＦ

Ｃ税制の安定性や予見性を担保する観点からも、最低税率課税制度が適用されない企業を

含めて、簡素化されたＣＦＣ税制を適用することを検討する必要があるのではないかとい

った意見があった。 

このような観点を踏まえて、最低税率課税制度が適用されない企業の取り扱いについて

は、今後の検討事項とすべきである。 

 

4. 上記以外の課題 

 経済活動基準を廃止した場合には、特定外国関係会社を除いて所得単位の合算となるこ

とから、受動的所得のあり方を含めて合算範囲の適正化を検討すべきとの意見も挙げられ

た。 

 例えば、海外企業グループを買収した後、ＰＭＩ（Ｐｏｓｔ Ｍｅｒｇｅｒ Ｉｎｔｅｇ

ｒａｔｉｏｎ）において、ＰＭＩ特例の要件が厳しく、効果的に活用することが難しい。

そこで、ＰＭＩ特例の要件を緩和し、ＰＭＩで生じる一定の株式譲渡益がＣＦＣ税制で合

算されないようにするべきであるという意見があった。 

 次に、外国関係会社について清算手続に入った場合に生じ得る債務免除益などについて

は、受動的所得から除外することで、ＣＦＣ税制の合算対象所得とならないようにするべ

きであるという意見があった。 

 最後に、部分対象外国関係会社が受ける剰余金の配当等につき、受動的所得として合算

されるものから除かれる要件の１つである、発行済株式等の総数等の割合が２５％以上で

あるか否かの判定においては、企業グループ全体でその割合を判定するように変更するべ

きであるという意見があった。 

 

5. まとめ 

 今後、最低税率課税制度の導入が世界中で進むことによって、新しい投資環境や各国間

での投資誘致のための競争が出現する可能性がある。このような中にあっても、日本企業
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が諸外国の多国籍企業グループと世界で競争する際に、競争力を失うことがなく、また我

が国も税収が失われることがないように、最低税率課税制度及びＣＦＣ税制などの本邦税

制について引き続き検討を深めていく必要がある。  
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・菖蒲 静夫（キヤノン株式会社 理事・経理本部 税務担当 上席） 

・太田 洋（西村あさひ法律事務所 パートナー弁護士） 

・岡村 忠生（京都大学大学院法学研究科教授） 

・栗原 正明（東レ株式会社 理事（税務） 税務室長） 

・曽我部 彩（トヨタ自動車株式会社 経理部 主計室 税務グループ 主幹） 

・竹中 英道（ソニーグループ株式会社 グローバル経理センター 税務政策専任部長） 

・竹本 陽一（パナソニック ホールディングス株式会社 税務担当 上席主幹（グループ税

務責任者）） 

◎田近 栄治（一橋大学名誉教授） 

・濱田 将史（株式会社日立製作所 財務統括本部 財務本部 税務統括部 部長） 

・山岸 哲也（PwC税理士法人 国際税務/ディールズタックスグループ パートナー 公認会

計士・税理士） 

・吉田 安宏（住友商事株式会社 執行役員 財務・経理・リスクマネジメント担当役員補

佐） 

・吉村 政穂（一橋大学大学院法学研究科教授） 

 

＜オブザーバー＞ 

○経済団体 

・一般社団法人日本経済団体連合会 

・一般社団法人日本貿易会 

 

○関係省庁 

・財務省主税局参事官室 

・国税庁調査査察部調査課 

・金融庁総合政策局総合政策課 

・経済産業省経済産業政策局企業行動課  

 

 

（以上） 
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開催実績 

 

第１回（２０２２年６月１７日） 

○テーマ：海外直接投資の現状と課題、本研究会の論点案について 

 

第２回（２０２２年６月２７日） 

○テーマ：第１回研究会での主な意見及び論点について 

 

第３回（２０２２年７月１５日） 

○テーマ：報告書（案）について 

 


